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事業名 テニス環境に関する特別調査

優先順位／申請件数

事業計画書
【スポーツ団体スポーツ活動助成】

事業細目名 スポーツ活動推進事業（スポーツ情報の提供）

助成対象者名 （公財）日本テニス協会

件中　　（スポーツ団体スポーツ活動助成における順位を記入）

目的及び期待される効果

事業の特徴（情報の内容） 左記に該当する場合には、具体的な理由・根拠を記入する

事業予算の確保状況

（目的）平成24年度に行ったテニス人口等環境実態調査（スポーツ振興くじ助成金事業）ではテニス
に関する基本データの編纂を行ったところであるが、本調査は平成25年度特別調査（①民間企業に
おけるテニスに関する調査、②公共コートを活用しテニス普及のための事例調査、③PLAY+STAY普
及事業関連調査）及び平成26年度特別調査（①中学校硬式テニス調査、②テニス指導者調査、③
PLAY+STAY普及に関するテニス事業者アンケート調査）に続く第3弾として、以下の3調査を実施す
る。

（効果）一昨年、昨年同様、これらの特別調査は平成24年度のテニス人口等環境実態調査報告を
補完するものとして、第1に本協会の公益目的事業としてのテニスの普及と強化活動のためのデー
タの提供、第2に加盟団体、協力団体に調査結果を提供し、活動の参考資料として提供。よって、テ
ニスを統括する全国競技団体としての日本テニス協会界による生涯スポーツ、競技スポーツ、観る
スポーツとしてのテニスの振興と発展の事業を効率的かつ効果的に実施することに寄与する。併せ
て、調査結果を広く社会に発信することにより、テニス関連団体、関係者の活動の環境整備に貢
献。

具体的な事業の内容
(種目･期間･場所･対象者等)

〔実施事業の内容〕

実施期間 平成27年4月より平成28年3月

情報提供の頻度 年に1回

情報の内容

1. JTAテニステニスの裾野拡大のためのPLAY+STAYプログラム普及の具体策に関する調査及び地域、都道
府県、市区町村でのPLAY+STAY活動の取組に関する調査
(ア) 調査内容：PLAY+STAYをあらゆる年代のテニス未経験者、初心者のための普及プログラムとして定着さ
せるため、①全国のテニス指導者の理解をさらに深めるための効果的な周知啓発方法の検討、②地域におけ
るPLAY+STAYプログラムの成功事例の分析を行い、今後のJTA及び日本テニス界によるPLAY+STAY普及を
通じた生涯スポーツとしてのテニスの振興の基礎資料とする。
(イ) 方法：有識者で構成される検討会（8名程度）による会議（年3回程度）の開催、国内事例ヒアリング調査、
海外資料文献調査、ウェブサイトによる情報収集、海外NFへの問合せ、国内文献調査（既存資料、データの二
次分析を含む）、インターネット調査またはアンケート調査等。
2. テニス振興戦略立案のための基本情報整理を目的とした他競技団体及び主要海外テニス協会の成功事例
調査
(ア) 調査内容：オリンピック・パラリンピック競技としてのテニスの普及の中長期的施策（PLAY+STAYを含む）を
グランドスラム開催国を中心とした海外テニス協会の事例を調査し、今後のJTAのテニス振興策策定の参考資
料とするとともに、広く調査結果を日本テニス界で共有し、日本テニス界による生涯スポーツとしてのテニスの
振興に役立てる。
(イ) 調査方法：海外資料文献調査、ウェブサイトによる情報収集、海外NFへの問合せ。

主な情報の提供先

性別・世代
性別

世代

情報の提供方法

成果物の配布数又は掲載し
たＨＰアクセス数（目標）

300

理念広告の掲載
※印刷物の作成については

掲載すること サイズ

市民一般 スポーツ団体関係者 

高齢者のスポーツ活動の支援 

障がい者のスポーツ活動の支援 

女性アスリートの支援 

地域のスポーツ環境の整備 

ジュニアの育成・子供の体力向上 

競技力水準の向上 

地方公共団体関係者 

特定の加盟団体・指導者等に送付・提供する 

誰でも閲覧・取得ができる状態にする 

自ら積極的な情報の提供は行わない 

印刷物の作成 ウェブサイトの作成 

男性向け 女性向け 

～19歳 40～59歳 20～39歳 60歳～ 

その他 

スポーツ競技者 

自己財源確保済 自己財源未確保（助成金の交付がないと事業規模が縮小する場合も含む） 

掲載する 掲載しない 
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事業名 テニス環境に関する特別調査

事業計画書
【スポーツ団体スポーツ活動助成】

事業細目名 スポーツ活動推進事業（スポーツ情報の提供）

助成対象者名 （公財）日本テニス協会

事業の実施計画の公表

（ ）

※本計画書はＡ４サイズ２頁で印刷してください。

情報の公開方法
（複数選択可）

公表する内容
（複数選択可）

事業実施後に、参加者等に対する
満足度調査を行うか

実施方法

備考

情
報
公
開

事業を広報・PRするための
手段（複数選択可）

事業の実施状況及び実施
結果並びに助成金の使途
に関する情報の公開方法

行う 行わない 

HＰに当該情報の告知ページを設け

広くチラシを配布する 

広報誌・会報誌等で当該情報を告知する 

特定の参加者・チームへ声をかける 

事業の実施に際し、特段の広報・PRは行わない 

HPで公開する 

事務所等に備え、自由に閲覧できる環境を整備する 

その他 

広報誌・会報誌等で公開する 

事業の実施状況（助成金の交付を受けている旨を記載し、事業の進捗、途中経過を公開する） 

事業の実施結果（助成金の交付を受けた旨を記載し、事業の完了報告を公開する） 

助成金の使途に関する情報（助成金額（交付決定額）及び何に使用したのかを公開する） 

特段の情報の公開は行わない 

助成金の交付を受けた旨は公開できない 

情報開示請求があった場合に開示する 
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